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事務局長　平井　正
【談話】　　北朝鮮は「ロケット」発射計画を中止せよ

日本政府は憲法9条にもとづく外交努力を尽くせ

１．北朝鮮が、「ロケット」による「人工衛星」を打ち上げると予告、また核実験の準備を進めていると思われることに対し、日本はもとより、世界とアジア諸国から強い批判と懸念の声が広がっています。私たちは北朝鮮がこの発射と核実験の計画をやめ、世界の人びとの不安を取り除くことを強く求めます。

　北朝鮮は、2009年4月にも「衛星」打ち上げの口実でミサイルを発射し、直後に核実験を強行しました。これに対し、2009年の国連安全保障理事会は、「いかなる核実験又は弾道ミサイル技術を使用した発射もこれ以上実施しないことを要求する」と全会一致で決議、そこでは、「弾道ミサイル」だけでなく「弾道ミサイル技術を使用した発射」であろうが「人工衛星」であろうが、これ以上行わないことが確認されています。北朝鮮の「宇宙利用の合法的権利」「衛星打ち上げは主権国家の自主権の問題」などとの口実は、世界の世論と国連決議を覆すことはできません。

　北朝鮮が、国際社会の責任ある一員として、６ヵ国協議の共同声明（2005年）に立ち返り、国連決議を守るよう強く求めます。

2．同時に日本政府は、「『ロケット』の破片落下事態への備え」という理由で陸・海・空自衛隊を総動員しています。北朝鮮が日本に対し、弾道ミサイルによる武力攻撃を行うという想定で、戦争態勢そのものの体制確立を進めています。それは北朝鮮の予告を「好機」として、自衛隊の配備・展開の地ならし─一昨年政府が策定した「新防衛計画の大綱」にもとづく「動的防衛力」発動そのものです。武力行使を禁じた憲法9条に明白に反するものです。

ましてや、かねてから改憲資力の「宿願」である「非常事態」条項導入の機会とし、改憲の突破口にしようとすることなど論外です。

　私たちは日本政府に対して、憲法9条を持つ国として、6ヵ国協議関係国だけでなく各国とも連携し、北朝鮮に「ロケット」発射などを中止させるとともに、北東アジアの平和の枠組み確立のために6ヵ国協議に復帰するよう働きかけることを求めます。
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